
当事業年度の附属明細書は、「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針（平成20年２月13日最終改訂 文部科学省 日本公認会計士協会）の様式に基づき作成して
おります。

\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 15¶232¶566 771¶867 126¶183 15¶878¶249 4¶677¶554 715¶325 ` ` ` 11¶200¶695

構 築 物 1¶265¶662 73¶159 619 1¶338¶202 698¶951 77¶964 ` ` ` 639¶251

機 械 装 置 2¶671¶298 ` ` 2¶671¶298 1¶844¶367 214¶707 ` ` ` 826¶930

工具器具備品 347¶008 19¶817 ` 366¶826 252¶739 35¶110 ` ` ` 114¶086

船 舶 10¶990 ` ` 10¶990 8¶012 980 ` ` ` 2¶977

車 両 運 搬 具 ` 1¶117 ` 1¶117 74 74 ` ` ` 1¶043

計 19¶527¶525 865¶962 126¶803 20¶266¶684 7¶481¶700 1¶044¶163 ` ` ` 12¶784¶983

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 4¶702¶671 115¶979 ` 4¶818¶650 2¶305¶811 218¶387 ` ` ` 2¶512¶839

構 築 物 525¶201 45¶825 2¶144 568¶882 197¶122 29¶275 ` ` ` 371¶760

機 械 装 置 103¶125 ` ` 103¶125 99¶974 8¶335 ` ` ` 3¶150

工具器具備品 7¶877¶729 1¶848¶234 387¶351 9¶338¶611 4¶178¶728 1¶293¶912 ` ` ` 5¶159¶883

図 書 4¶432¶912 49¶012 15¶421 4¶466¶504 ` ` ` ` ` 4¶466¶504

車 両 運 搬 具 18¶751 695 ` 19¶447 16¶860 2¶481 ` ` ` 2¶586

計 17¶660¶392 2¶059¶747 404¶917 19¶315¶221 6¶798¶497 1¶552¶393 ` ` ` 12¶516¶724
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（追加情報）
\ 固定資産の耐用年数の変更

平成20年度の税制改正で固定資産の耐用年数の見直しが行なわれたことに伴い、「「国立大学法
人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」Ｑ36`２の定めに基づき、
対象となる償却資産である機械装置について耐用年数の見直しを行ないました。この見直しによ
り、従来、「８～17年」であった機械装置の耐用年数が、「９～17年」となりました。
この結果、従来の方法によった場合と比べ、損益計算書における業務費の研究経費及び資産見
返物品受贈額戻入がそれぞれ6¶596千円増加しておりますが、経常利益及び当期純利益に与える
影響はありません。また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における損益外減価償却相当額
が186¶927千円減少しており、国立大学法人等業務実施コストが同額減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（注記事項）
１．貸借対照表関係
\ 担保資産

長期借入金1¶565¶550千円（一年以内返済予定長期借入金96¶722千円を含む。）の担保に供してい
るものは次のとおりです。
土地 4¶032¶552千円

] 債務保証の総額 4¶868¶436千円
^ 運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 796¶614千円

_ 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 12¶090¶635千円
` 減損関係 該当ありません。
２．損益計算書関係
附属病院において法人設立時に国から承継され、資産見返勘定を立てて会計処理を行っている診
療機器等の当該資産見返勘定に係る当期の資産見返勘定戻入額 19¶310千円
３．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金 9¶765¶406千円
定期預金 � 1¶020¶000千円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末資金残高 8¶745¶406千円
] 重要な非資金取引
{ ファイナンス・リースによる資産の取得 31¶606千円
| 現物寄附による資産の取得 83¶581千円

４．重要な債務負担行為
該当事項ありません。

５．重要な後発事象
該当事項ありません。

６．その他
貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書
の記載金額は千円単位とし、表示単位未満については切捨て表示しています。
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